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社会福祉関係の法律における自立概念の整理とその批判的検証 

－社会福祉における自立概念の批判的研究(その②)－ 

○ 社会福祉法人なのはな会 生活介護・就労継続支援 B型事業 はまゆう  今野亮太（会員番号 009265） 
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１．研 究 目 的 

 本研究は前稿「社会福祉における自立概念の批判的研究 (その①)」を引き継いで展開す

る。その①において日本の救貧制度における自立が小山 (1950:92)の所見により、収入を得

て自活するという枠組みから「社会生活に適応」することをも含む枠組みに変化したこと

が明らかになった。  

 本研究では、日本の社会福祉に関係する法律(いわゆる福祉六法及び障害者基本法、障害

者総合支援法、介護保険法)において自立がどのように規定されてきたのかを整理し、日本

の社会福祉法制度及び社会の規範としての自立、さらには社会福祉が持つ対象者へのまな

ざしを明らかにする。 

２．研究の視点および方法 

 大橋(1988:25-74)、牧園(2009:210-236)の所見を参考に法律における自立の整理及び考

察を行う。各法律の出典は『福祉六法』(新日本法規出版株式会社 1967～2015 年出版)及び

『法令全書』とし、法律上の用語の変化及び導入時期について調査を行った。なお、本研

究では法律の制定や改正に至るまでの議事録を調査範囲に加えることができていない。各

法律の条文を過去の事象として捉え、整理及び考察を行っている。故に、あくまで法律条

文から読み取った概観の自立に留まるという研究手法の限界がある。 

３．倫理的配慮 

 日本社会福祉学会倫理指針に従い引用参考文献等を明記するなどの倫理的配慮を行った。 

４．研 究 結 果 

 生活保護法の「自立の助長」から始まった社会福祉の法制度における自立は、社会福祉

の諸分野へ確実に広がりを見せている。※法律の変遷は当日配布資料にて詳しく説明する。 

 社会福祉における自立は多義的と言われるが、整理すると以下のように説明できる。す

なわち、自立とは、健康に生き(老人福祉法、児童福祉法、障害者基本法)、社会経済活動

及び社会活動へ参加し(障害者福祉関係全般、母子及び父子並びに寡婦福祉法、児童福祉法、

生活保護法)、その能力に応じたできる範囲の日常生活を送り、(社会福祉法、介護保険法)

自己実現をし(障害者福祉関係全般、老人福祉法)、自活することである。自立概念の枠組

みの拡大により、当初は自立困難と見なされてきた社会福祉の対象者も自立を目指す、或

いは達成することができるようになった。今日、自立は社会福祉のあらゆる分野のキーワ

ードとなっており、支援及び援助の指針となっている。 

５．考 察 

 社会福祉における自立は、枠組みの拡大により、全ての人々が目指せるものとなり、支
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援及び援助の指針となった。しかし、概念に内包される対象者が増える一方で、人間を計

る物差しも同時に増えている。社会福祉は「自活できる／できない」で自立の評価をして

きた当初と同じように、対象者へ自立概念の枠組みの拡大により生じた新たな物差しを用

いて、再び能力や社会における有用性を「できる／できない」の視点で評価しているので

はなかろうか。また、複数存在する自立のうち１つ達成したとしても他の分野で自立でき

ていなければ、対象者は相対的に劣った存在としてまなざしを向けられかねない。大谷は

枠組みが拡大する自立概念について「四九年から五〇年が一つの転換点である。職業能力

をつけ社会経済活動に参加させる目的が掲げられた。それは同時に能力が発揮できる者と

そうではなく更生の可能性がない者とを分ける選別主義の導入でもあった。…〈中略〉…

一九五五年前後から徐々に範囲が拡大され、自力での日常生活までを自立に含めるように

なる。とはいえ、対策基本法(一九七〇年)でも「その有する能力の活用」とあるとおり、

個人的能力を自立の基準としている点に変わりはない。…〈中略〉…職業人としての自立

から、日常生活での自立、そして自力で生活できない重度障害者、さらに自立よりも援護

の対象である精神薄弱者と、障害者の中で段階分けがされているといってよい。」 (大谷 

1982:117)と述べている。つまり、目指す自立によって人間の選別が生じているのである。

これは障害者同士、更には、いわゆる健常者と社会福祉の対象者の《切断》（小幡  2016:3-4）

に拍車をかける。結果として、社会福祉は対象者と自立していると呼ばれる多数派との比

較を生じさせ、生きづらさを生み出しているのではないだろうか。  

 本来、対象者のためにあるはずの社会福祉が自立を促すことで反って生きづらさを生み

出すことになっている原因を探るため、社会福祉の目的に一度立ち返る。社会福祉の対象

は「人間存在の不条理」(田中 2000:80)であり、その蓋然性から生じた少数派 (5 割以下)

である。その目的は対象者の「『悲惨』を減少させ、『不安』を緩和すること」(正村 2000:6)

にある。しかし、自立概念により、社会福祉の対象者は自立していると呼ばれる多数派か

らの《切断》を受け、『悲惨』と『不安』を感じざるを得ない。ここに目的との齟齬が生じ

ているのではないだろうか。  

 牧園は福祉関係の法律における自立概念を整理した上で「「自立」という語がこれからの

福祉政策を方向付ける理念となるには、その意味内容が十分に検討された上で用いられる

必要があるのではないだろうか」(2009:234)と結んでいる。私は自立概念を用いることで、

能力や社会への有用性で人間を評価する視点が生じ、自立の水準を満たしていない人々が

自立していると呼ばれる多数派から《切断》されることを危惧している。その場合、社会

福祉の対象者は劣った存在としてまなざしを向けられかねない。したがって、社会福祉に

自立概念を用いるとするならば、より慎重な考察が必要だと考えている。  
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